
第 11 期決算公告 
（2026 年６月 30 日開示）  

東京都江東区木場一丁目５番 65 号 

りそなアセットマネジメント株式会社 

代表取締役 西山 明宏 

 

 

        貸借対照表 
（2026 年３月 31 日現在） 

（単位：円） 

科目 金額 科目 金額 

資産の部  負債の部  

流動資産  流動負債  

  預金 9,134,314,662   未払金  

    有価証券 3,000,942,200    未払手数料 614,558,920 

    前払費用 472,240,772    その他未払金 635,868,795 

  前払金 1,502,000,000       未払費用 135,560,472 

  未収入金 266,500   未払法人税等 931,797,744 

  未収委託者報酬 1,796,940,007   未払消費税等 177,441,400   

  未収運用受託報酬 3,610,545,114   預り金 4,526,857 

  未収投資助言報酬 566,241,063   賞与引当金 362,989,413    

  流動資産計 20,083,490,318   流動負債計 2,862,743,601 

固定資産  負債合計 2,862,743,601 

 有形固定資産   純資産の部  

   建物 11,861,823  株主資本  

   器具備品 108,766,848   資本金 1,000,000,000 

   有形固定資産計 120,628,671   資本剰余金  

  無形固定資産     資本準備金 490,000,000 

   ソフトウェア 280,578,737    資本剰余金計 490,000,000 

無形固定資産計 280,578,737   利益剰余金  

  投資その他の資産     その他利益剰余金  

   投資有価証券 2,947,849,520     繰越利益剰余金 18,931,599,818 

   長期前払費用 49,571,240    利益剰余金計 18,931,599,818 

   繰延税金資産 82,812,617   株主資本計 20,421,599,818 

   投資その他の資産計 3,080,233,377   評価・換算差額等  

  固定資産計 3,481,440,785    その他有価証券評価差額金 280,587,684 

  評価・換算差額等計 280,587,684 

  純資産合計 20,702,187,502 

資産合計 23,564,931,103   負債・純資産合計 23,564,931,103 

 

 

 



 

損益計算書 
（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日） 

（単位：円） 
科目 金額 

営業収益   

 委託者報酬 8,111,943,400  

 運用受託報酬 6,308,331,202  

  投資助言報酬  1,068,525,579  

 営業収益計  15,488,800,181 

営業費用   

 支払手数料 2,605,137,240  

 広告宣伝費 287,383,844  

 調査費   

  調査費 2,941,914,721  

  委託調査費 125,019,636  

委託計算費 183,121,882  

事務委託費 47,355,191  

営業雑経費   

 印刷費 160,827,120  

  協会費 15,722,291  

 諸会費 16,606,567  

 販売促進費 7,787,984  

 その他 106,673,620  

営業費用計  6,497,550,096 

一般管理費  3,591,248,228 

営業利益  5,400,001,857 

営業外収益    

 受取利息 12,371,485  

 受取配当金 16,758,361  

 投資有価証券売却益 59,804,800  

 為替差益 73,893,199  

 雑収入 8,495,825  

 営業外収益計  171,323,670 

営業外費用   

 投資有価証券売却損 3,835,000  

 雑損失 105,231  

 営業外費用計  3,940,231 

経常利益  5,567,385,296 

特別損失   

固定資産除却損 3  

特別損失計  3 

税引前当期純利益  5,567,385,293 

法人税、住民税及び事業税 1,744,456,819  

法人税等調整額 △40,432,041  

法人税等計  1,704,024,778 

当期純利益  3,863,360,515 



 

株主資本等変動計算書 
（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日） 

（単位：円） 

  株主資本 

  

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

株主資本 

合計 

  

  

資本準備金 

  

  

資本剰余金 

合計 

  

その他 

利益剰余金 利益剰余金 

合計 

  

  

  繰越利益 

剰余金 
  

当期首残高 1,000,000,000 490,000,000    490,000,000   16,994,977,303 16,994,977,303 18,484,977,303   

当期変動額       

剰余金の配当    △1,926,738,000 △1,926,738,000 △1,926,738,000 

 当期純利益    3,863,360,515 3,863,360,515 3,863,360,515 

 株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
      

当期変動額合計 － － － 1,936,622,515 1,936,622,515 1,936,622,515 

当期末残高 1,000,000,000 490,000,000 490,000,000 18,931,599,818 18,931,599,818 20,421,599,818 

 

  

  

  

  

  

  

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券 

評価差額金 

評価・換算差額

等合計 

当期首残高 16,152,451 16,152,451 18,501,129,754 

当期変動額    

剰余金の配当   △1,926,738,000 

 当期純利益   3,863,360,515 

 株主資本以外の項目 

の当期変動額(純額) 
264,435,233 264,435,233 264,435,233 

当期変動額合計 264,435,233 264,435,233 2,201,057,748 

当期末残高 280,587,684 280,587,684 20,702,187,502 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



個別注記表 

（自 2025 年４月１日 至 2026 年３月 31 日） 

 

【重要な会計方針に係る事項に関する注記】 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

 その他有価証券 

  市場価格のない株式等以外のもの 

  時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産 

 2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備につきましては、定額法を採用しております。 

その他の有形固定資産につきましては、定率法を採用しております。 

   なお、主な耐用年数は次のとおりであります。      

   建物   ５～15 年  

   器具備品 ３～20 年 

 

 （２）無形固定資産 

   定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）を採用しております。 

 

３. 引当金の計上基準 

賞与引当金 

   従業員への業績インセンティブ給与の支払いに備えるため、従業員に対する業績インセンティブ給与    

の支給見込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。 

 

４．収益および費用の計上基準 

  当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該履行義務  

を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下のとおりであります。 

 ①投資運用業（投資信託委託業） 

投資信託約款に基づき、信託財産の運用指図等を行っております。 

  当該業務より発生する委託者報酬は、信託期間にわたり収益として認識しております。 

 

 ②投資運用業（投資一任業） 

  投資一任契約に基づき、運用指図等を行っております。 

  当該業務より発生する運用受託報酬は、契約期間にわたり収益として認識しております。 

 

 ③投資助言・代理業 

  投資助言契約に基づき、運用に関する投資判断の助言等を行っております。 

  当該業務より発生する投資助言報酬は、契約期間にわたり収益として認識しております。 

 



 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

 （１）グループ通算制度の適用 

 当社は、株式会社りそなホールディングスを通算親法人とするグループ企業内の通算子法人として、 

グループ通算制度を適用しております。 

 

【貸借対照表に関する注記】 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

建物 7,089,112 円 

器具備品 101,103,567 円 

 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務   

該当事項はありません。 

 

【損益計算書に関する注記】 

１．関係会社との取引高 

営業取引によるもの  

一般管理費 50,722,528 円 

 

【株主資本等変動計算書に関する注記】 

１．当事業年度の末日における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 3,960,000 株 

 

２．配当に関する事項 

（１）当会計年度中の配当金支払額 

  2025 年 5 月 27 日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。 

①  配当金の総額     1,926,738 千円 

② 1 株当たり配当額      486.55 円 

③  配当原資                 利益剰余金 

④ 基準日       2025 年 3 月 31 日 

⑤  効力発生日     2025 年 5 月 28 日 

 

（２）基準日が当会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が当会計年度の末日後となるもの。 

  2026 年 5 月 26 日開催の取締役会に次の議案を提案いたします。   

株式の種類 配当金の総額 

(百万円) 

1 株当たり 

配当額(円) 

配当の原資 基準日 効力発生日 

普通株式 1,931 487.79 利益剰余金 2026年３月31日 2026年5月27日 

 

 

 

 



 

【金融商品に関する注記】 

１．金融商品の状況に関する事項 

（１）金融商品に対する取組方針 

  資金運用については、短期的な預金等に限定しております。 

 

 （２）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 

当社の営業債権である未収委託者報酬は、投資信託約款に基づき、信託財産から委託者に支払われる信託

報酬の未払金額であります。当該信託財産は、受託者である信託銀行により適切に分別管理され、信託法に

より受託者の倒産の影響を受けません。そのため、当該金銭債権に関する信用リスクはありません。 

未収運用受託報酬は、顧客の信用リスクに晒されており、運用受託先毎に期日管理および残高管理を行う

とともに、四半期毎に回収可能性を把握する体制としております。 

未収投資助言報酬は、顧客の信用リスクに晒されており、投資助言先毎に期日管理および残高管理を行う

とともに、四半期毎に回収可能性を把握する体制としております。 

  

２．金融商品の時価等に関する事項 

貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、預金、未収委託者

報酬、未収運用受託報酬、未収投資助言報酬、未払手数料、その他未払金は短期間で決済されるため時価が

帳簿価額に近似することから、注記を省略しております。 

（単位：円） 

    貸借対照表 時価 差額 

    計上額 

有価証券 3,000,942,200     3,000,942,200    － 

投資有価証券 2,947,849,520     2,947,849,520 － 

資産計 5,948,791,720   5,948,791,720   － 

 

（注）金銭債権及び満期のある有価証券の決算日後の償還予定額 

 1 年以内 

（円） 

１年超 

５年以内 

（円） 

５年超 

10 年以内 

（円） 

10 年超 

（円） 

有価証券及び投資有価証券     

その他有価証券のうち満期があるもの     

その他 3,000,942,200 1,912,711,700 229,222,300 6,711,300 

合計 3,000,942,200 1,912,711,700 229,222,300 6,711,300 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類

しております。 

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該時価の算定

の対象となる資産または負債に関する相場価格により算定した時価 

 



レベル２の時価：観察可能な時価に係るインプットのうち、レベル１のインプット以外の時価の算定に係るインプ

ットを用いて算定した時価 

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 

（単位：円）   

区分 
時価 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

有価証券        

 投資信託 － 3,000,942,200    － 3,000,942,200 

投資有価証券     

 投資信託 － 2,947,849,520 － 2,947,849,520 

資産計 － 5,948,791,720 － 5,948,791,720 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

 有価証券及び投資有価証券 

  投資信託は基準価額を用いて評価しております。基準価額は観察可能なインプットを用いて算出しているため、

レベル2の時価に分類しております。 

 

【有価証券に関する注記】 

１．その他有価証券 

   （単位：円） 

 種類 貸借対照表計上額 取得原価 差額 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えるもの 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

－ 

－ 

2,343,631,700 

－ 

－ 

1,912,937,900 

－ 

－ 

430,693,800 

小計 2,343,631,700 1,912,937,900 430,693,800 

貸借対照表計上額が取得原価

を超えないもの 

(1)株式 

(2)債券 

(3)その他 

－ 

－ 

3,605,160,020 

－ 

－ 

3,626,177,000 

－ 

－ 

△21,016,980 

小計 3,605,160,020 3,626,177,000 △21,016,980 

合計 5,948,791,720 5,539,114,900 409,676,820 

 

 

２．事業年度中に売却したその他有価証券 

（単位：円） 

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

投資信託 772,969,800 59,804,800 3,835,000 

合計 772,969,800 59,804,800 3,835,000 

 

 

 



【税効果会計に関する注記】 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産 

 

  賞与引当金 114,377,964 円 

  未払事業所税 1,938,495 円 

  未払事業税 48,435,597 円 

  未確定債務 839,742 円 

  減価償却超過額 46,309,956 円 

  その他有価証券評価差額金     6,622,438 円 

 繰延税金資産小計 218,524,191 円 

 評価性引当額 － 

 繰延税金資産合計  218,524,191 円 

繰延税金負債  

  その他有価証券評価差額金 135,711,574 円 

 繰延税金負債合計 135,711,574 円 

 繰延税金資産の純額 82,812,617 円 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主要な項目別の内訳 

  法定実効税率                  30.62％ 

  （調整） 

   交際費等永久に損金に算入されない項目      0.02％ 

   税率変更                   △0.10％ 

   住民税均等割                   0.07％ 

   その他                      ―  

      税効果会計適用後の法人税等の負担率      30.61％ 

 

３. 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果の会計処理 

 当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取

扱い」（実務対応報告第42号 2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する

税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

【関連当事者との取引に関する注記】 

１．関連当事者との取引 

（１）兄弟会社等 

種類 会社等の名称 所在地 

資本金又は 

出資金 

(百万円) 

事業の 

内容 

議決権等

の所有 

(被所有) 

割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額(円) 科目 

期末残高 

（円） 

（注４） 

親
会
社
の 

子
会
社 

株式会社 

りそな銀行 

大阪市 

中央区 

279,928 銀行業務

及び信託

業務 
－ 

投資信託の

販売委託 

投資助言 

投資一任 

運用受託報酬

（注１） 

投資助言報酬

（注２） 

5,750,170,273 

 

908,975,624 

未収運用 

受託報酬 

未収投資 

助言報酬 

3,272,233.920 

 

522,235,416  

支払手数料

（注３） 

1,654,458,095 未払手数料 385,138,617 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

（注１） 投資一任の収益については、一般取引条件を勘案した個別契約に基づき決定しております。 

（注２） 投資助言の収益については、一般取引条件を勘案した個別契約に基づき決定しております。 

（注３）投資信託の販売委託については、一般取引条件を基に、協議のうえ決定しております。 

（注４）上記の取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消費税等が含まれております。 

 

２．親会社に関する注記 

親会社情報 

 株式会社りそなホールディングス（東京証券取引所に上場） 

 

【１株当たり情報に関する注記】 

１株当たり純資産額 5,227 円 83 銭  

１株当たり当期純利益 975 円 60 銭  

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

 

（注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

当期純利益（円） 3,863,360,515  

普通株主に帰属しない金額（円） - 

普通株式に係る当期純利益（円） 3,863,360,515 

普通株式の期中平均株式数（株） 3,960,000  

 

【重要な後発事象に関する注記】 

該当事項はありません。 

 

【収益認識に関する注記】 

（１）顧客との契約から生じる収益を分解した情報 

収益認識に関する注記における開示目的に照らし、定量面・定性面の両面において収益の分解情報を記載

する重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

（２）収益を理解するための基礎となる情報  

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「４．収益および費用の計上基準」に記載のとおりであります。 

（３）当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報  

重要性が乏しいため、記載を省略しております。 



【その他の注記】 

当社は、2026 年 1 月 26 日開催の取締役会において、2026 年 7 月 1日付で当社独自の人事制度を構築し、株式会

社りそな銀行から出向している当社従業員のうち、希望する者は同日付で当社に転籍を実施する方針を決議いたし

ました。これに伴い、当社に転籍した従業員に係る退職一時金制度を当社へ移管する予定です。  

本移管により、当該従業員に係る退職給付債務は、株式会社りそな銀行より当社に引き継がれることとなります

が、その財務諸表に与える影響額については現在算定中であります。  

 


